
 

 

 

地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 199条第 14 項の規定により知事から財政援助団体等監査の結果に

基づいて措置を講じた旨の通知があったので、同項の規定により措置の内容を次のとおり公表する。 

 

令和８年６月 26日 
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                                    岐阜県監査委員  鈴 木 祥 一 

                                           岐阜県監査委員  安 田 典 子 

                      岐阜県監査委員  飯 沼 敦 朗 
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１ 令和７年度財政援助団体等監査の結果に基づき講じた措置の状況 

（単位：件） 

区    分 

監査結果 

 

Ａ 

措置済 

 

Ｂ 

今回措置を 

講じたもの※ 

Ｃ 

未措置 

 

Ａ－Ｂ－Ｃ 

 

 

 

団 

 

 

体 

 

指摘事項 

出資・出捐
え ん

団体 4 2 2 0 

補助金等交付団体 1 0 1 0 

指 定 管 理 者 0 － － 0 

計 5 2 3 0 

 

指導事項 

出資・出捐団体 5 5 0 0 

補助金等交付団体 4 2 2 0 

指 定 管 理 者 4 4 0 0 

計 13 11 2 0 

 

検討事項 

出資・出捐団体 1 0 1 0 

補助金等交付団体 0 － － － 

指 定 管 理 者 0 － － － 

計 1 0 1 0 

 

 

 

所 

管 

機 

関 

 

指摘事項 

出資・出捐団体 0 － － － 

補助金等交付団体 1 0 1 0 

指 定 管 理 者 0 － － － 

計 1 0 1 0 

 

指導事項 

出資・出捐団体 1 1 0 0 

補助金等交付団体 3 1 2 0 

指 定 管 理 者 5 5 0 0 

計 9 7 2 0 

 

検討事項 

出資・出捐団体 0 － － － 

補助金等交付団体 1 1 0 0 

指 定 管 理 者 0 － － － 

計 1 1 0 0 

合    計 30 21 9 0 

 ※「今回措置を講じたもの」については、令和８年６月９日に知事から通知があったもの 

（注）監査結果の区分については、次のとおり。 

・指摘事項：是正又は改善を求める事項のうち、その程度が重大なもの 

    ・指導事項：是正又は改善を求める事項 

    ・検討事項：所掌する事務の執行の適正化のため検討を求める事項 
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２ 財政援助団体等監査の結果に基づき講じた措置 

（１） 団体監査結果（指摘事項）に基づき講じた措置 

出資・出捐団体 

団体名 所管機関名 監査結果 講じた措置 

地方独立行政法人 

岐阜県立多治見病院 

医療整備課 手洗い装置一式の購入に係る

支出事務において、請求書を受理

してから 30 日以内に支払うべき

ところ、これを超えて支払が行わ

れていたので、今後は適正に処理

されたい。 

指摘事項について当該団体に

対応を求めたところ、以下のとお

り報告を受け、確認した。 

指摘事項について、売買契約書

に請求書を受理してから 30 日以

内に売買金額を支払わなければ

ならないとされているところ失

念し、これを超えて支払を行って

いた。 

今後は、売買契約書の支払期限

を遵守するよう職員に周知し、再

発防止に努める。 

地方独立行政法人 

岐阜県立下呂温泉病

院 

医療整備課 現金の出納管理事務において、

令和７年 10月９日（予備監査日）

現在、収納した現金の引継ぎや預

金口座への預入れがあったにも

かかわらず、同年 10 月１日から

10 月８日まで現金出納簿への記

録がされていなかったので、速や

かに措置するとともに、今後は適

正に処理されたい。 

指摘事項について、当該団体に

対応を求めたところ、以下のとお

り報告を受け、確認した。 

指摘事項について、地方独立行

政法人岐阜県立下呂温泉病院会

計規程第 12 条、第 25 条及び第

35 条により、速やかに収納現金

の出納簿記録を行わなければな

らないところ、振込入金分と併せ

て処理を行っていたこと、また、

振込入金分の内容確認に時間を

要していたことにより、適正な事

務処理を行っていなかった。 

令和７年 10月１日から 10月８

日までの現金処理については、速

やかに現金出納簿に記載を行い、

是正した。  

今後は、受領後速やかに現金出

納簿への記録を行うことを徹底

し、再発防止に努める。 

 

補助金等交付団体 

団体名 

（補助金等の名称） 

所管機関名 監査結果 講じた措置 

一般社団法人 

岐阜県障害者スポー

ツ協会 

（岐阜県パラスポー

ツ関係団体運営費等

補助金（全国障害者

スポーツ大会等補助

金）） 

 

地域スポー

ツ課 

岐阜県パラスポーツ関係団体

運営費等補助金（全国障害者スポ

ーツ大会等補助金）において、 

補助対象経費に租税公課（消費 

税及び地方消費税）を誤って計

上したことなどにより、補助金

1,573,513円が過大受給となって

いたので、速やかに措置すると 

ともに、今後は適正に処理された 

指摘事項について、当該団体か

ら、以下のとおり対応したとの報

告を受け、確認した。 

指摘事項の補助対象経費につ

いては、他の事業において負担す

べきところ、制度についての理

解・認識不足のため誤って計上

し、適正な事務処理が行われてい

なかった。 
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  い。 事業を実施した過去５年分を

確認したところ、令和２年度から

令和６年度にかけて計3,914,848

円が過大受給となっていた。 

当該補助金の実績報告を修正

したうえで、令和８年５月 11 日

に返還済みである。 

今後は、監査結果に基づいて職

員研修の実施、複数職員によるチ

ェックにより、再発防止に努め

る。 

 

 

（２）団体監査結果（指導事項）に基づき講じた措置 

補助金等交付団体 

団体名 

（補助金等の名称） 

所管機関名 監査結果 講じた措置 

一般社団法人 

岐阜県障害者スポー

ツ協会 

（岐阜県パラスポー

ツ関係団体運営費等

補助金（パラスポー

ツ振興事業費補助

金）） 

地域スポー

ツ課 

岐阜県パラスポーツ関係団体

運営費等補助金（パラスポーツ振

興事業費補助金）において、補助

対象経費に租税公課（消費税及び

地方消費税）を誤って計上したこ

となどにより、補助対象経費が過

大となっていたので、速やかに措

置するとともに、今後は適正に処

理されたい。 

指導事項について、当該団体か

ら、以下のとおり対応したとの報

告を受け、確認した。 

指導事項の補助対象経費につ

いては、他の事業において負担す

べきところ、制度についての理

解・認識不足のため誤って計上

し、適正な事務処理が行われてい

なかった。 

事業を実施した過去５年分を

確認したところ、令和２年度から

令和６年度にかけて補助対象経

費が過大となっており、令和２、

３年度について、計 104,800円が

過大受給となっていた。 

当該補助金の実績報告を修正

し、令和８年５月 11 日に返還済

みである。 

今後は、監査結果に基づいて職

員研修の実施、複数職員によるチ

ェックにより、再発防止に努め

る。 

一般社団法人 

岐阜県障害者スポー

ツ協会 

（パラアスリート競

技力向上対策事業補

助金） 

競技スポー

ツ課 

パラアスリート競技力向上対

策事業補助金において、補助金交

付要領上「その他必要となる経

費」は協議のうえ決定することと

され、租税公課（消費税及び地方

消費税）を補助対象経費としてい

た。補助金収入は消費税法上、不

課税取引であり消費税は課され

ないこと、当該補助金は、補助金

交付要綱上、事業実施に直接必要

指導事項について、当該団体か

ら、以下のとおり対応したとの報

告を受け、確認した。 

指導事項の補助対象経費につ

いては、他の事業において負担す

べきところ、制度についての理

解・認識不足のため誤って計上

し、適正な事務処理が行われてい

なかった。 

事業を実施した過去５年分を
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な経費を支援するものであり、法

人全体の税負担（納税額）を補助

する趣旨ではないことから、たと

え協議の結果であっても補助対

象とすることは岐阜県補助金等

交付規則などの制度趣旨に反し、

補助対象経費が過大となってい

たので、速やかに措置するととも

に、今後は適正に処理されたい。 

確認したところ、令和２年度から

令和６年度にかけて計 525,153

円が過大受給となっていた。 

当該補助金の実績報告を修正

し、令和８年５月 11 日に過大受

給分を返還した。 

今後は、監査結果に基づいて職

員研修の実施、複数職員によるチ

ェック体制などにより、再発防止

に努める。 

 

 

（３）団体監査結果（検討事項）に基づき講じた措置 

出資・出捐団体 

団体名 所管機関名 監査結果 講じた措置 

地方独立行政法人 

岐阜県総合医療セン

ター 

医療整備課 地方独立行政法人岐阜県総合

医療センターの資金運用につい

ては、資金運用基本方針及び資金

運用要領に基づき運用されてお

り、平成 29 年度以前は定期預金

により運用されていたが、資金運

用を取り巻く環境は、平成 25 年

４月に大規模金融緩和が開始さ

れ、預金金利が低迷する状況にあ

ったため、平成 29 年度から満期

保有目的債券として政府保証債

による運用を開始し、１年間程度

をかけて 100 億円まで徐々に切

り替え、財務収益（運用益）を確

保してきた。 

また、令和元年度に策定した第

３期中期計画（令和２年度～令和

６年度）において、高精度な放射

線治療の実現などを目指して新

棟「南棟」の建設を計画するとと

もに、100億円の有価証券（政府

保証債・年限 20 年）に加え、運

転資金として約 40 億円の普通預

金、南棟建設資金として 60 億円

の定期預金を確保していたとこ

ろ、定期預金の 60 億円を有価証

券（政府保証債・年限 20 年）で

の運用に切り替え、南棟建設資金

50 億円は有価証券売却による収

入を見込んだ。 

こうした中、令和４年 10 月に

20 年国債金利が１％を超えた以

降も金利動向は想定外の上昇傾

向となり、有価証券売却と有価証

検討事項について当該団体に

対応を求めたところ、以下のとお

り報告を受け、確認した。 

現在の評価損は想定外の金利

上昇によるものと考えているが、

資金運用計画においては、より精

緻なキャッシュフローの試算を

行い、当センターの資金運用基本

方針に基づき安全性及び流動性

を確保した上で、効率的な運用に

留意する。 
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券担保借入による資金調達方法

の比較検討を行い、令和５年度に

有価証券８億円、令和６年度に有

価証券８億円を満期到来前に売

却した。令和６年度末までに有価

証券利息による財務収益は 4.57

億円あり、売却差損 1.47 億円を

差引いても 3.1 億円の財務収益

が得られているところであるも

のの、有価証券残高 144億円は評

価損 26.08 億円を有しているこ

とから、資金運用に注意が必要な

状況にある。 

運用の基本方針は安全性及び

流動性を確保した上で効率的に

運用を行うことであることから、

今後の資金運用においては安全

性及び流動性の確保に十分留意

されたい。 

 

 

（４）所管機関監査結果（指摘事項）に基づき講じた措置 

補助金等交付団体 

団体名 

（補助金等の名称） 

所管機関名 監査結果 講じた措置 

一般社団法人 

岐阜県障害者スポー

ツ協会 

（岐阜県パラスポー

ツ関係団体運営費等

補助金（全国障害者

スポーツ大会等補助

金）） 

地域スポー

ツ課 

一般社団法人岐阜県障害者ス

ポーツ協会に対する岐阜県パラ

スポーツ関係団体運営費等補助

金（全国障害者スポーツ大会等補

助金）において、補助対象経費に

租税公課（消費税及び地方消費

税）が誤って計上されているにも

かかわらず、実績報告書の審査及

び確認が十分行われていなかっ

たため、補助金 1,573,513円が過

大交付となっていたので、速やか

に措置するとともに、今後は適正

に処理されたい。 

岐阜県パラスポーツ関係団体

運営費等補助金（全国障害者スポ

ーツ大会等補助金）において、補

助対象経費に租税公課が誤って

計上されているにもかかわらず、

実績報告書の審査及び確認を十

分に行っていなかった。 

事業を実施した過去５年分を

確認したところ、令和２年度から

令和６年度にかけて計3,914,848

円が過大交付となっていた。 

当該補助金は令和２年度から

３年度は障害福祉課が、令和４年

度から６年度は地域スポーツ課

がそれぞれ所管しており、団体か

ら修正後の実績報告を対象年度

の所管課に提出させたうえで、令

和８年５月 11 日に障害福祉課へ

539,800 円、地域スポーツ課へ

3,375,048円を返還済みである。 

また、当該補助金に係る対象経

費の範囲を明確にし、団体に周知

した。 

今後は、団体から事業の実績が
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報告された際には、担当者で十分

に審査確認を行ったうえで上席

者が重ねて確認を行うことによ

り、再発防止を図る。 

 

 

（５）所管機関監査結果（指導事項）に基づき講じた措置 

補助金等交付団体 

団体名 

（補助金等の名称） 

所管機関名 監査結果 講じた措置 

一般社団法人 

岐阜県障害者スポー

ツ協会 

（岐阜県パラスポー

ツ関係団体運営費等

補助金（パラスポー

ツ振興事業費補助

金）） 

地域スポー

ツ課 

一般社団法人岐阜県障害者ス

ポーツ協会に対する岐阜県パラ

スポーツ関係団体運営費等補助

金（パラスポーツ振興事業費補助

金）において、補助対象経費に租

税公課（消費税及び地方消費税）

が誤って計上されているにもか

かわらず、実績報告書の審査及び

確認が十分行われていなかった

ため、補助対象経費が過大となっ

ていたので、速やかに措置すると

ともに、今後は適正に処理された

い。 

岐阜県パラスポーツ関係団体

運営費等補助金（パラスポーツ振

興事業費補助金）において、補助

対象経費に租税公課が誤って計

上されているにもかかわらず、実

績報告書の審査及び確認を十分

に行っていなかった。 

事業を実施した過去５年分を

確認したところ、令和２年度から

６年度にかけて補助対象経費が

過大となっており、そのうち令和

２年度と令和３年度は計104,800

円が過大交付となっていた。 

当該補助金は令和２年度から

３年度は障害福祉課が所管し、令

和４年度から６年度は地域スポ

ーツ課がそれぞれ所管しており、

団体から修正後の実績報告を対

象年度の所管課に提出させたう

えで、過大交付分については、令

和８年５月 11 日に障害福祉課へ

返還済みである。 

また、当該補助金に係る対象経

費の範囲を明確にし、団体に周知

した。 

今後は、団体から事業の実績が

報告された際には、担当者で十分

に審査確認を行ったうえで上席

者が重ねて確認を行うことによ

り、再発防止を図る。 

一般社団法人 

岐阜県障害者スポー

ツ協会 

（パラアスリート競

技力向上対策事業補

助金） 

競技スポー

ツ課 

一般社団法人岐阜県障害者ス

ポーツ協会に対するパラアスリ

ート競技力向上対策事業補助金

において、補助金交付要領上「そ

の他必要となる経費」は協議のう

え決定することとされ、租税公課

（消費税及び地方消費税）を補助

対象経費としていた。補助金収入

パラアスリート競技力向上対

策事業補助金において、補助対象

経費に租税公課が誤って計上さ

れているのにもかかわらず、補助

金制度・税制度の理解が不十分で

あったためこれを承認していた。 

事業を実施した過去５年分を

調査したところ、令和２年度から
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は消費税法上、不課税取引であり

消費税は課されないこと、当該補

助金は、補助金交付要綱上、事業

実施に直接必要な経費を支援す

るものであり、法人全体の税負担

（納税額）を補助する趣旨ではな

いことから、たとえ協議の結果で

あっても補助対象とすることは

岐阜県補助金等交付規則などの

制度趣旨に反し、補助対象経費が

過大となっていたので、速やかに

措置するとともに、今後は適正に

処理されたい。 

令和６年度にかけて計 525,153

円が過大交付となっていたため、

団体から修正後の実績報告を提

出させたうえで、令和８年５月

11日に返還済みである。 

今後は、岐阜県補助金等交付規

則の制度趣旨の理解に努めると

ともに、団体から事業の実績が報

告された際には担当者で十分に

審査確認を行ったうえで上席者

が重ねて確認を行うことにより、

再発防止を図る。 


